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答  

１ 公益法人の理事等の報酬等が、民間事業者の役員の報酬等や公益法人の経

理の状況に照らし、不当に高額な場合には、法人の非営利性を潜脱するおそれ

があり、適当ではありません。このため、理事等に対する報酬等が不当に高額

なものとならないよう支給の基準を定めていることが公益認定の基準とされ

ています（公益法人認定法第５条第 13 号）。 

 

２ この報酬等支給基準については、理事、監事に係る分については①社員総会

又は評議員会で決定する方法と、②社員総会又は評議員会においては、報酬等

の総額を定めることとし、支給基準は理事については理事会で、監事が複数い

る場合は監事の協議によって決定する方法の２通りがあり得ます（一般社団・

財団法人法第 89 条及び第 105 条）。理事会が自分たちの報酬等の額を自由に

定めることによるお手盛りを防止する趣旨から理事会だけで自由に決定する

ことはできませんが、社員総会又は評議員会において報酬等の総額を定めら

れている場合には、具体的な金額の算定方法等に係る基準について理事会又

は監事の協議で決定することは可能です。 

 

３ 一方、評議員は、理事及び理事会を監督・牽制する役割を担っており、監督

される側である理事からの独立性を確保する必要があります。このため、評議

員の報酬等の額は、定款で定めることとされており（一般社団・財団法人法第

196 条）、その支給基準についても、定款又は評議員会のいずれかで決定する

ことになります。 

問Ⅴ‐６‐④（役員に対する報酬等）  

報酬等支給基準は理事会で決定する必要がありますか。 


